
「 きょ う と SD Gsネッ ト ワーク 」 は、 行政・ 金融機関・ 関係団体で SD Gsを 強力に 推進するための新たなネッ ト

ワーク です。京都で SD Gsの推進や社会課題の解決、 地域の持続的な 発展に 貢献する 事業者等を 推奨する た

めの制度を 体系化し 、相互に連携するこ と により 、公と 民が一体と なっ て 社会経済の好循環を 生み出し ます。

SDGs の普及啓発

セミ ナー、シンポジウム、交流会、研究会など多様な事業者等が連携する場の創出

SDGs の推進に向けた定期的な対話、協議及び情報交換

SDGs の推進に取り 組む事業者等へのメリット の付与
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こ のチラ シは食べら れなく なっ たお 米を 使っ た紙素材「 k o m e -k a m i 」 を 使用し ています。

きょうと SDGsネット ワーク内の各種制度
行政や金融機関を はじ め、 公と 民が連携するこ と で 、 SD Gsの推進に 向けた 普及啓発やセミ ナー等の情報を

共有し 、各事業者等の状況に 合わせて、ネッ ト ワーク 内の各種制度への参加を 促し ていきます。

京都市 輝く 地域企業 表彰 

地域と 共に 継承･発展する

「 地域企業」と し て、安心安全

や文化の継承への貢献など、

地域に根差し て企業活動に

取り 組ま れて いる 事業者を

表彰する制度
（ 実施主体： 京都市）

これからの１０００年を紡ぐ企業認定 

社会的課題の解決など、 持

続可能な社会の構築に貢献

する企業を認定し 、こ れら の

企業の成長と 発展を 支援す

る制度
（ 実施主体： 京都高度技術研究所）

京銀ＳＤＧｓ 宣言サポート  

お 客 様 と の 対 話 を 通 じ て

SDGs の取組状況を整理し 、

今後の取り 組みを 提案する

と と も に、オリ ジナル宣言書

の策定支援や当行プ レ ス リ

リ ースによる PR 支援を行う

制度
（ 実施主体： 京都銀行） 

ソーシャル企業認証制度 S認証 

社会課題の解決、SDGs の達

成に向けた取組や ESG 経営

を実践し ている企業に対し 、

京都信用金庫等がサポート

を行い経営方針や事業内容、

社会的イ ン パク ト などを 整

理し 、 第三者委員会が評価･

認証を行う 制度
（ 実施主体： ソ ーシャ ル企業認証機構 等）

京都中信ＳＤＧｓ 宣言 サポート  

SDGs の取組状況と 課題に

ついて 診断ツ ールを 用いて

見える化し 、診断レポート に

基づいた取組提案や宣言書

の策定に向けたサポート を

行う 制度
（ 実施主体： 京都中央信用金庫）

京都ＳＤＧｓパート ナー制度 

市内拠点の有無や規模を 問

わず、 企業や NPO 法人と い

っ た各種団体等も 幅広く 対

象と し ､SDGs､CO2 ゼロ に取

り 組む意思を 宣言･実践する

事業者等を公表する制度
（ 実施主体： 京都超 SDGs コ ンソ ーシアム）

問合せ 京都市総合企画局総合政策室 0 75-222-3379
sdgs@ city.kyoto.lg.jp

事業者名や取組内容をホームページにおいて公表 

ＳＤＧｓを学べるセミ ナー、シンポジウム、交流会、研究会など、
多様な団体が連携する場の提供 

京都市の一定以上の金額の契約※における「 持続可能な社
会を構築する取組」に係る文書提出の免除 

金融機関や事業主体などによるコンサルティングや助言等
のサポート  

京都市のプロポーザル等において加点対象となる場合あり  
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京都市中小企業融資制度「 SDGs 推進サポート 資金」での
金利・ 保証料優遇 

「 きょうとＳＤＧｓネット ワーク」ロゴマークの使用 

「 きょうとＳＤＧｓネット ワーク」では、各種制度に応じ た
○印のメリット が受けられます。 

参加のメリット

※予定価格4 億円以上の工事請負、 8 千万円以上の物品等調達


